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海外サプライチェーン構築を図る認定輸出事業者への金融支援事業実施要領 

 

制定 令和７年４月１日 ６輸国第 4557 号 

農林水産省輸出・国際局長通知 

 

農林水産物・食品輸出促進対策事業補助金交付等要綱（令和４年４月１日付け３輸国

第 5108 号農林水産事務次官依命通知。以下「交付等要綱」という。）別表１の区分の

欄の１の（３）のイの海外サプライチェーン構築を図る認定輸出事業者への金融支援事

業（以下「本事業」という。）の実施は、交付等要綱に定めるところによるほか、本要

領により実施するものとする。 

 

第１ 目的 

  2025 年までに２兆円、2030 年までに５兆円という輸出額目標達成に向けて、海外

での経営展開に取り組む意欲ある認定輸出事業者を金融面から支援するため、農林水

産物及び食品の輸出の促進に関する法律（令和元年法律第 57 号）第 37 条第１項の規

定に基づく輸出事業計画の認定を受けた認定輸出事業者が、当該認定に係る輸出事業

計画に基づいて行う取組のために、株式会社日本政策金融公庫（沖縄県にあっては、

沖縄振興開発金融公庫。以下「公庫」という。）から融資を受けた農林水産物・食品輸

出基盤強化資金の金利負担を軽減するための支援を行う。 

 

第２ 事業実施主体 

本事業の事業実施主体は、公益財団法人食品等流通合理化促進機構とする。 

 

第３ 助成対象者 

助成対象者は、公庫から農林水産物・食品輸出基盤強化資金の融資（その資金使途

のうち、外国関係法人等への貸付等に必要な資金及び海外においてサプライチェーン

を構築するための施設の整備等に必要な資金（以下「対象資金」という。））を受け、

認定輸出事業計画に基づき海外での活動を行う、認定輸出事業者とする。なお、外国

関係法人等については別表１、対象資金については別表２に掲げるとおりとする。 

 

第４ 事業の内容等 

本事業で支援する取組は、助成対象者が、海外での経営展開に取り組みやすくなる

ようにするため、事業実施主体が実施する次の取組とする。 

（１）利子助成事業 

   助成対象者が、対象資金に対して公庫に支払った利子のうち、最大２％までを助

成する。ただし、対象資金の貸付利率が年２％を下回る場合は、当該資金の貸付利

率とする。なお、融資枠の上限は 20 億円（１件あたりの上限は５億円）とし、利

子助成期間は、償還終了時までとし、貸付当初から最長５年間とする。また、利子

助成は各年度に措置された予算の範囲で行うものとする。 

（補助対象経費） 

利子助成費 

 

（２）管理運営事業 

   事業実施主体が（１）の事業を円滑に実施するために必要となる、公庫と連携し

て実施する事務（申請の受付、審査、利子助成金の支払等） 
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（補助対象経費） 

人件費、送金手数料、通信運搬費、電子計算機リース料、賃金、消耗品費等 

 

第５ 事業実施期間 

  本事業の実施期間は、令和７年度とする。 

 

第６ 事業実施手続 

１ 事業実施計画の提出 

 事業実施主体は交付等要綱第６の１に基づき、別記様式第１号により事業実施計

画を作成し、併せて別添「環境負荷低減チェックシート」に記載された各取組につ

いて、事業実施期間に実施する旨をチェックした上で、当該チェックシートを輸出・

国際局長に提出するものとする。 

ただし、交付等要綱第６の３の規定に基づく事業実施計画の変更（２の重要な変

更に限る。）又は中止若しくは廃止については、交付等要綱第 15 の変更等承認申請

書の提出をもって、これに代えることができる。なお、別紙様式第１号に添付すべ

き資料であって、既に本実施要領に基づき提出のあった資料等と重複するものは、

その添付を省略できるものとする。 

２ 事業実施計画の重要な変更 

 交付等要綱第６の３の輸出・国際局長が別に定める重要な変更は、交付等要綱別

表１の１の（３）イの１（２）の事業の項の重要な変更の欄に掲げる変更とする。 

３ 事業の委託 

  事業実施主体は、他の者に本事業の一部を委託して行わせる場合には、次に掲げ

る事項を事業実施計画の別添１の「第１ 総括表」における「事業の委託」の欄及

び別添２に記載の上、輸出・国際局長に提出するものとする。 

（１）委託先が決定している場合は委託先名 

（２）委託する事業の内容及びそれに要する経費 

４ 事業実施規程の作成  

  事業実施主体は、本事業の実施に際し、助成金の交付の手続き等について、この

実施要領とは別に、海外サプライチェーン構築を図る認定輸出事業者への金融支援

事業実施規程を作成し、輸出・国際局長に協議するものとする。同規程を変更しよ

うとするときも同様とする。 

 

第７ 国の助成措置 

１ 補助対象経費 

 補助対象経費は、本事業に直接要する第４の経費とし、本事業の対象として明確

に区分できるもので、かつ、証拠書類等によって金額が確認できるものとする。 

 その経理にあたっては、第４の取組ごとに整理するとともに、他の事業等の会計

と区分して経理を行うこととする。 

２ 補助率 

 補助率は定額とする。 

 

第８ 事業実施状況の報告 

１ 事業実施主体は、交付等要綱第 33 の規定に基づき、事業終了後速やかに事業実

施計画（別記様式第１号）に準じて事業の実施状況に係る報告書を作成し、輸出・

国際局長に提出するものとする。 
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 ただし、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和 31 年農林省令第 18 号）第６条

第１項の規定に基づく実績報告書の提出をもって、これに代えることができる。 

２ 第６第１項により提出した環境負荷低減のチェックシートに記載された環境負

荷低減の各取組について、事業実施期間中に実施したか否かをチェックし、交付決

定者に提出しなければならない。なお、チェックシートを提出したものから抽出し

て、農林水産省の職員が実際に環境負荷低減の取組をしたかどうか確認を行うこと

とする。 

 

第９ 事業遂行状況の報告 

 交付等要綱第 18 に定める事業遂行状況の報告については、補助金の交付決定に係

る年度の 12 月末日現在において事業遂行状況報告書を作成し、翌月末までに輸出・

国際局長に提出するものとする。 

 ただし、交付等要綱第 19 の規定に基づき概算払いを受けようとする場合には、交

付等要綱別記様式第６号の概算払請求書の提出をもって、これに代えることができ

る。 

 

 

附 則 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 



 

別表１（第３関係） 

 

「外国関係法人等」とは、外国の法令に準拠して設立された法人その他の外国の団体（新たに設立されるも

のを含む。 以下「外国法人等」という。）であって、認定輸出事業者がその経営を実質的に支配していると

認められるものとして次に掲げるいずれかに該当する関係を持つものをいう。 

 

経営を実質的に支配している者 

（A） 

株式等の総数又は総額における

（A）の保有割合等 

役員等の総数における（A）の役

員等又は従業員の占める割合 

認定輸出事業者 

50％以上 （条件なし） 

40％以上50％未満 

50％以上 20％以上40％未満 

かつ筆頭株主 

子会社等単独又は認定輸出事業

者と子会社等 

50％以上 （条件なし） 

40％以上50％未満 

50％以上 20％以上40％未満 

かつ筆頭株主 

 

なお、上記における用語の定義は次に掲げるところによる。 

①「株式等」とは、 外国法人等の発行済株式若しくは持分又はこれらに類似するものをいう。 

②「役員等」とは、外国法人等の役員その他これに相当する者をいう。 

③「子会社等」とは、認定輸出事業者の子会社又は外国子会社（認定輸出事業者がその経営を実質的に支

配している場合における外国法人等をいう。）をいう。また、「子会社」とは、認定輸出事業者が次に

掲げるいずれかに該当する関係を持つものをいう。 

 

親会社 

（B） 

株式の総数若しくは出資口数の

総数又は出資価額の総額におけ

る（B）の保有割合等 

役員の総数における（B）の役員

又は従業員の占める割合 

認定輸出事業者 

50％以上 （条件なし） 

40％以上50％未満 

50％以上 20％以上40％未満 

かつ筆頭株主 

 



 

別表２（第３関係） 

 

利子助成の対象となる対象資金は以下に掲げる資金とする。 

 

１ 助成対象者が外国関係法人等と共同して、認定輸出事業計画に従って 輸出事業を行う場合において、 

 当該外国関係法人等が必要とする以下の①から③に掲げるものの実施に必要な資金。 

① 施設の改良、造成若しくは取得又は特別の費用の支出若しくは権利の取得 

② 他の事業者の株式若しくは持分の取得又は他の事業者への出資 

③ 販売促進費、調査費、研究開発費その他の費用の支出 

 

２ 助成対象者が海外においてサプライチェーンを構築するために必要とする以下の①及び②に掲げるも

のの実施に必要な資金。 

① 施設の改良、造成若しくは取得又は特別の費用の支出若しくは権利の取得 

② 他の事業者の株式若しくは持分の取得又は他の事業者への出資 

 

 

 

 

 

  



 

別記様式第１号（第７関係） 

 

令和  年  月  日 

 

 農林水産省輸出・国際局長 殿 

 

 

住所 

商号又は名称 

代表者氏名                   

 

 

   令和〇〇年度海外サプライチェーン構築を図る認定輸出事業者への金融支援事業実施計画の提

出（変更、中止、廃止）について 

 

 農林水産物・食品輸出促進対策事業補助金交付等要綱（令和４年４月１日付け３輸国第 5108 号農林水産

事務次官依命通知）第６の１の規定に基づき、関係書類を添えて、提出する。 

 

 

 

 

 

（注）１．関係書類として、別紙Ⅰ並びに別添１～３を添付して下さい。 

   ２．変更、中止又は廃止の場合には「第６の１」を「第６の３」として下さい。 

   ３．変更の場合には、冒頭に変更の理由を記載して下さい。また、提出した事業実施計画の事業の

内容等と容易に比較対象できるよう変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載し

て下さい。 

   ４．中止又は廃止の場合には、中止又は廃止の理由を記載して下さい。 

   ５．事業実施計画に係る報告書として本様式を用いる場合には、件名を「令和〇〇年度海外サプラ

イチェーン構築を図る認定輸出事業者への金融支援事業実施計画の実施結果の報告について」と

し、別紙Ⅰ並びに別添１及び２に実績を記載して下さい。 

  



 

別紙Ⅰ 

 

海外サプライチェーン構築を図る認定輸出事業者への金融支援事業実施計画書 

 

 

 

 
事
業
担
当
者
名
及
び 
連
絡 

先 

 

 

 
 

 

団体名 

氏名（ふりがな） 

所属（部署名等） 

役職 

 
所在地 

電話番号 

 

 

 

 

ＦＡＸ 

 

 

 

 

 

E-mail 
 

 

 
経
理
担
当
者 
名
及 
び 
連 
絡 

先 

 

氏名（ふりがな） 

所属（部署名等） 

役職 

電話番号 

 
 
 
 

ＦＡＸ 

 
 
 
 

 

E-mail  
 

 

 

 

 

 



 

 

１ 事業の実施体制（役割分担等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 実施方法（事業の進め方） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事業を実施する上での工夫 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ ２を実施する際の経理区分（不正が生じないための取組） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別添１ 

 

第１ 総括表 

事業種類 事業細目 事業費 負担区分 事業の委託 備考 

国庫補助 事業実施主

体 

農林水産物・

食品輸出促

進対策事業 

 
１ 農林水

産物・食品の

輸出対策 

 
（３）グロー

バル産地づ

くり推進事

業 

 
イ 品目等

の課題に応

じた取組支

援 

 
 
 
 
１ 農林水

産物・食品輸

出関関連金

融支援事業 

 
（２）海外サ

プライチェ

ーン構築を

図る認定輸

出事業者へ

の金融支援

事業 

 
 

    円     円     円 （１）委託先 

 
（２）委託す

る事業の内容

及び当該事業

に要する経費 

 

合 計       

（注）１ 事業種類、事業細目及び備考の欄は、事業ごとに該当のある経費のみ記載して下さい。 
    ２ 経費内訳書（別添２）を添付して下さい。 

 
  



 

別添２ 

 

経費内訳書 

 

区  分 事業費 
負担区分 

備  考 

国庫補助金 事業実施主体 

 円 円 円  

合  計 

    

（注）１ 備考には、経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載してください。  

２ 事業の一部を他の民間団体に委託する場合には、該当部分の経費が分かるように記載してください。  

３ 経費の支出に関する規程（謝金、旅費及び賃金の単価等が分かるもの）等を添付してください。 

 
 

  



 

別添３ 環境負荷低減のチェックシート 

 
申請時 

（します） 
チェック項目 

  （１）エネルギーの節減 

① □ オフィスや車両・機械等の電気・燃料の使用状況の記録・保存に努める 

② □ 
省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしない（照明、空調、ウォー

ムビズ・クールビス、燃費効率のよい機械の利用等）ように努める 

③ □ 環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討 

  （２）廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分 

④ □ プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理 

⑤ □ 資源の再利用を検討 

  （３）環境関係法令の遵守等 

⑥ □ みどりの食料システム戦略の理解 

⑦ □ 関係法令の遵守 

⑧ □ 環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める 

⑨ □ 正しい知識に基づく作業安全に努める 

 


